
現状 最新値

4.4
(2016年)

3.7
(2021年)

15,699人
(2016年度)

11,913人
(2021年度)

69.0％
(2016年度)

63.9％
(2021年度)

89.6％
(69市町村)
(2016年度)

98.7%
(76市町村)
(2021年度)

1,078事業所
(2016年度)

1,482事業所
(2021年度)

17.5％
(2016年)

18.9％
(2020年度)

4,476店舗
(2016年度)

5,562店舗
(2021年度)

76.6％
(59市町村)
(2016年度)

88.3%
(68市町村)
(2021年度)

35,861人
(2016年度)

38,576人
(2021年度)

115園
(2016年度)

241園
(2021年度)

95.4％
(2016年度)

100.0％
(2021年度)

81.5％
(2016年度)

81.0%
(2021年度)

7,952件
(2016年度)

7,530件
(2021年度)

280人
(2016年度)

356人
(2021年度)

13人
(2016年度)

310人
(2021年度)

124人
(2016年度)

680人
(2021年度)

317件
[316件]

(2016年度)

287件
(2021年度)

Ⅵ. フォローアップ指標の進捗状況

１　⾃然減への⻭⽌め　〜みんなで⽀える⼦育て安⼼県づくり〜

指  標  名

放課後⼦どもプラン利⽤可能児童数

信州やまほいく（信州型自然保育）実践団体の認定数

ジョブカフェ信州利⽤者の就職率

新生児訪問を実施している市町村の割合

婚姻率

正社員就職件数

社員の⼦育て応援宣言登録企業数

出生数に占める第3⼦以降の割合

「ながの⼦育て家庭優待パスポート」協賛店舗数

病児・病後児保育利⽤可能市町村割合

週末信州人等登録者数

ふるさとテレワーカー数

プロフェッショナル人材戦略拠点による人材のコーディネート件数

※この指標は、現状値に誤りがあったため訂正しました。
(上段︓変更後　下段[]︓変更前)

移住相談件数

地域おこし協⼒隊員数

児童養護施設等⼊所児童の⾼校等進学率

⺟⼦家庭等就業・自⽴⽀援センター登録者の就業率

２　社会増への転換　〜未来を担う⼈材の定着〜
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現状 最新値指  標  名

55.1％
(2017年度)

58.2％
(2022年度)

84.2％
(2016年度)

74.7％
(2021年度)

22.8％
(2016年度)

25.8％
(2021年度)

小学校 ＋0.5ポイント
(2016年度)

△0.4ポイント
(2022年度)

中学校 △0.2ポイント
(2016年度)

△0.7ポイント
(2022年度)

93.8％
(2016年度)

100％
(2022年度)

9,326千円/人
[10,638千円/人]

(2014年度)

10,077千円/人
(2019年度)

101.6
[91.4]

(2016年)

112.9
(2021年)

1,832件
(2016年度)

3,388件
(2021年度)

18,347件
(2016年度)

20,828件
(2021年度)

41.0％
(2016年度)

42.9％
(2021年度)

93件
(2016年度)

100件
(2021年度)

4.1㎥/人日
(2015年)

4.75㎥/人日
(2020年)

303台
(2015年度)

426台
(2020年度)

1,103件
（2016年度）

1,288件
(2021年度)

509件
(2016年度)

516件
(2021年度)

556件
(2016年度)

1,556件
(2021年度)

担い⼿への農地利⽤集積率

６次産業化事業計画認定件数

林業における労働生産性

⾼性能林業機械保有台数

ながの創業サポートオフィス相談件数

※2020年度から｢信州スタートアップステーション｣に名称変更

事業引継ぎ⽀援センター相談件数

※2021年度から｢事業承継・引継ぎ⽀援センター｣に名称変更

全国学⼒・学習状況調査正答率の全国平均との差

創業⽀援資⾦利⽤件数

製造業の労働生産性

※この指標は、算定基礎となる県⺠経済計算の遡及改定により現状の数値を
変更しました。
（上段︓変更後　下段[]︓変更前）
鉱工業生産指数

※この指標は、指数の基準時を2010年から2015年に更新したため、現状の数
値を変更しました。
（上段︓変更後　下段[]︓変更前）

信州型コミュニティスクールの実施割合
（小・中学校）

県内専門学校の定員充⾜率

県内専門学校卒業生の県内就職率

県内⼤学生のインターンシップ参加率

3　仕事と収⼊の確保　〜経済の⾃⽴〜

窓口⽀援担当者による知財相談対応件数

企業の技術相談件数
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現状 最新値指  標  名

288品
(2016年度)

276品
(2021年度)

44件
(2016年度)

81件
(2021年度)

11件
(2016年度)

24件
(2021年度)

576人
(2016年度)

386人
(2021年度)

115施設
(2016年度)

148施設
(2021年度)

87.7％
(2016年度)

89.4％
(2021年度)

84.2％
(2016年度)

74.7％
(2021年度)

56社
(2016年度)

198社
(2021年度)

26市町村
(2016年度)

35市町村
(2021年度)

60.2％
(2016年度)

100％
(2021年度末)

259件
(2016年)

[2016年度]

266件
(2021年)

7圏域
(2016年度)

7圏域
(2021年度)

280人
(2016年度)

356人
(2021年度)

100人
（2016年度）

51.1人
（2020年度）

144団体
(2016年度)

110団体
(2021年度)

10.1％
(2016年度)

8.7%
(2021年度)

54,208人
[25,748人]
(2016年度)

―
(2020年度)

※新型コロナウイルス感染症の影
響で各地域での取組が中止となっ

たことに伴い、実績値なし

82.7％
(2017年10⽉)

82.9%
(2022年3⽉)

県内専門学校卒業生の県内就職率

職場いきいきアドバンスカンパニー認証企業数

原産地呼称管理制度認定製品の認定品数

新食品開発⽀援件数

4　⼈⼝減少下での地域の活⼒確保　〜確かな暮らしの実現〜

地域づくり団体数

地域スポーツクラブに登録している会員の割合

おためし移住件数

⼦育て期に再就職した⼥性

事業活動に農業を取り⼊れている障がい者就労施設数

職業能⼒開発施設卒業生の県内就職率

アーティスト・イン・レジデンスによる交流人口

※この指標は、一部の自治体に限定して指標を設定しましたが、県全体の取組
を対象とするため数値を⾒直しました。
（上段︓変更後　下段[]︓変更前）

要介護（要⽀援）認定を受けていない⾼齢者の割合

地域公共交通網形成計画を策定する市町村数

※2020年度から「地域公共交通計画」に名称変更

道路構造物点検実施率

楽園信州空き家バンク物件登録件数

※この指標は、｢年度｣ではなく｢年｣単位の集計だったため、表記を改めました。
(上段︓変更後　下段[]︓変更前)

定住自⽴圏形成数及び連携中枢都市圏形成数

地域おこし協⼒隊員数

人口千人当たり公⺠館での地域の担い⼿づくりに関する学級・講座参加
者数

-106-


